
日時：令和５年８月１７日（木）１０時３０分～

開催場所：高松市防災合同庁舎 ３０１会議室

１ 開会

２ 議題

（１）瀬戸・高松広域連携中枢都市圏ビジョンの取組実績

（２）次期連携中枢都市圏ビジョンの策定

（３）今後のスケジュール

（４）その他

３ 閉会

第１回瀬戸・高松広域連携中枢都市圏ビジョン懇談会 次第
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議題 １

瀬戸・高松広域連携中枢都市圏ビジョンの取組実績

瀬戸・高松広域連携中枢都市圏ビジョンに基づく、令和４年度に実施した事業の取組状況について、総合的
な観点から検証・評価を実施することで、適切な進行管理を実施。
※ビジョン掲載７７事業のうち、再掲（重複）事業５事業を除く７２事業（７５指標）について評価を実施。

取組事業ごとに設定しているＫＰＩ（成果指標）を基に、成果の達成度等について、連携中枢都市（高松
市）及び各連携市町において評価を実施。また、この評価結果については、外部の有識者等で構成するビジョ
ン懇談会からの、御意見・御提案を踏まえ、ＰＤＣＡサイクルによるマネジメントを実施。

【ＫＰＩ設定事業】
(1) 連携中枢都市（高松市） ＫＰＩによる成果の達成度、妥当性、有効性、効率性から評価
(2) 連携市町 成果の達成度、妥当性、有効性から評価

【ＫＰＩ設定対象外事業】
(1) 連携中枢都市（高松市） 妥当性、有効性、効率性から評価
(2) 連携市町 妥当性、有効性から評価
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③ 評価の基準

① 評価の目的

② 評価について



連携中枢都市（高松市） 連携市町

（評価の基準）

KPI設定
事業

KPI設定
対象外事業

70×達成率

A

B

C

D

A 10 10

B 7 7

C 4 4

D 0 0

A 10 10

B 7 7

C 4 4

D 0 0

A 10 10

B 7 7

C 4 4

D 0 0

100 30

A 　得点率が総得点の86％以上である 86以上 26以上

B 　得点率が総得点の71％以上86％未満である 71-85 22-25

C 　得点率が総得点の56％以上71％未満である 56-70 17-21

D 　得点率が総得点の56％未満である 55以下 16以下

評　　　価
高松市

成果の達成度

成果に対する達成度はどうだったか

評価対象年度の目標値に対する達成率

ビジョンの成果が達成されている等、十分成果があがっている

成果があがっているが、更なる取組による成果向上の余地がある

一定の成果があがっているが、課題もあり、更なる改善が必要である

成果があがっていない、又は、未着手である

点数

妥当性評価

事業の目的・手法は圏域住民ニーズや社会情勢に照らして、妥当か

妥当である

市民からの要望等が寄せられている等、改善の余地がある

利用者が少ない等、大幅な見直しが必要である

圏域住民ニーズに合っていない

有効性評価

圏域全体の経済成長のけん引、高次都市機能の集積・強化又は圏域全体の生活関連機能サービスの向
上に貢献しているか

貢献が大きい

貢献が中程度／義務的事業

貢献が小さい

全く貢献していない

総得点

評価結果
（総合評価）

効率性評価

費用対効果はどうだったか

向上している

同程度

低下している

１０％以上低下している

KPI設定
事業

KPI設定
対象外事業

50

35

28

0

25 25

18 18

14 14

0 0

25 25

18 18

14 14

0 0

100 50

A 　得点率が総得点の86％以上である 86以上 43以上

B 　得点率が総得点の71％以上86％未満である 71-85 35-42

C 　得点率が総得点の56％以上71％未満である 56-70 28-34

D 　得点率が総得点の56％未満である 55以下 27以下

連携市町

評価の基準

高松市と連携市町が、都市圏ビジョンに記載する取組に着手し、連携事業が進捗している場合
は、成果があがっていると判断する

高松市と連携市町が、それぞれの役割分担のもと連携事業に取り組んでいる

高松市と連携市町が、それぞれの役割分担のもと連携事業に取り組んでいる
が、改善の余地がある（更に連携して取組む必要がある）

連携市町の役割分担である事業には取り組めていない（高松市は事業に着
手しているが、連携事業の実施にはいたっていない場合など）

高松市と連携市町が、それぞれ役割分担による事業に取り組めていない（高
松市が事業を検討中のため、連携市町が具体的に連携事業に取り組めてい
ない場合など）

圏域の首長・議長で構成される連携中枢都市圏推進委員会の了承を得て、都市圏ビジョンに
登載されている事業であることから、都市圏ビジョン登載時においては、事業の目的・手法は妥
当であったと判断する

都市圏ビジョン登載時と変わりはない

都市圏ビジョン登載時から環境の変化等により改善の余地ができた

都市圏ビジョン登載時から環境の変化等により改善が必要となった

都市圏ビジョン登載時から環境の変化等により事業の必要性がなくなった

圏域の首長・議長で構成される連携中枢都市圏推進委員会の了承を得て、都市圏ビジョンに
登載されている事業であることから、都市圏ビジョン登載時においては、事業の目的・手法は妥
当であったと判断する

都市圏ビジョン登載時から事業の有効性に変わりはない

都市圏ビジョン登載時から事業の効果に変わりはないが、有効性は中程度で
ある

都市圏ビジョン登載時から事業の有効性が小さくなった

都市圏ビジョン登載時から考えられる事業の有効性がなくなった

総得点

瀬戸・高松広域連携中枢都市圏ビジョンの取組実績
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【連携中枢都市（高松市）】
成果の達成度については、１００点満点のうち７０点を振り分け、ＫＰＩをどの程度達成したかを客観的な

評価を実施。
例えば、ＫＰＩを達成している場合は、「７０点×１００％（達成率）＝７０点」となるのに対して、ＫＰ

Ｉを３割達成した場合は、「７０点×３０％（達成率）＝２１点」となり、仮に他の３つの評価基準（妥当
性、有効性、効率性）が１０点満点であっても、総得点は５５点以下となり評価結果（総合評価）の評価は
『D』。
【連携市町】

成果の達成度については、１００点満点のうち５０点を振分け、取組状況を勘案した上で、それぞれの役割
分担に応じた取り組みが行えたかで、０・２８・３５・５０点のいずれかで得点化を実施。

全市町が同じ視点で評価が行えるように、評価をする際の考え方について、連携中枢都市圏の担当者が集ま
る事務局会において情報共有。

また、高松市が各市町からの評価結果の取りまとめを行い、同様の取組実績にもかかわらず、市町間で評価
結果に差があるものに関して、該当市町に評価結果を確認。

瀬戸・高松広域連携中枢都市圏ビジョンの取組実績
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④ 成果の達成度について

⑤ 評価結果の確認

※詳細は、別紙「瀬戸・高松広域連携中枢都市圏の取組事業の評価（令和４年度実施事業：評価結果の詳細）」参照



⑥ 各市町の評価状況

高松市 さぬき市 東かがわ市 土庄町 小豆島町 三木町 直島町 綾川町

A・B
評価

６５指標 ４３指標 ３２指標 ４２指標 ４３指標 ５５指標 ２４指標 ５２指標

C・D
評価

１０指標 ３指標 ６指標 1０指標 ６指標 ６指標 ２２指標 ６指標

瀬戸・高松広域連携中枢都市圏ビジョンの取組実績
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⑦ 評価割合の昨年度との比較（上段：令和４年度、下段：令和３年度）

高松市 さぬき市 東かがわ市 土庄町 小豆島町 三木町 直島町 綾川町

A・B
評価

86.7%
(69.4％)

93.5％
(93.3％)

84.2%
(86.5％)

80.8%
(73.1％)

87.8%
(83.3％)

90.2%
(94.8％)

52.2%
(53.3％)

89.7%
(87.7％)

C・D
評価

13.3％
(30.6％)

6.5％
(6.7％)

15.8％
(13.5％)

19.2％
(26.9％)

12.2％
(16.7％)

9.8％
(5.2％)

47.8％
(46.7%)

10.3％
(12.3%)

※新型コロナウイルス感染症の感染対策や手法を変更して実施した事業が増加し、５市町において
「A・B評価」が昨年度と比較して増加（影響の詳細については議題２で説明）



瀬戸・高松広域連携中枢都市圏ビジョンの取組実績
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３つの役割 高松市 さぬき市 東かがわ市 土庄町

A B C D A B C D A B C D A B C D

圏域全体の経済成長のけん引 8 6 1 1 1 13 0 0 1 12 1 0 2 12 1 0

高次の都市機能の集積・強化 5 1 0 0 0 5 0 0 1 2 2 0 1 3 1 0

圏域全体の生活関連機能サービスの向上 33 12 3 5 5 19 3 0 8 8 5 0 11 13 6 2

合計 46 19 4 6 6 37 3 0 10 22 8 0 14 28 8 2

⑧ ３つの役割毎の評価

３つの役割 小豆島町 三木町 直島町 綾川町

A B C D A B C D A B C D A B C D

圏域全体の経済成長のけん引 3 11 0 0 3 9 0 0 1 4 8 0 6 6 2 0

高次の都市機能の集積・強化 1 3 1 0 3 3 0 0 0 0 3 0 2 3 0 0

圏域全体の生活関連機能サービスの向上 11 14 4 1 22 15 5 1 16 3 10 1 15 20 4 0

合計 15 28 5 1 28 27 5 1 17 7 21 1 23 29 6 0



瀬戸・高松広域連携中枢都市圏ビジョンの取組実績

⑨ 評価割合の昨年度との比較（上段：令和４年度、下段：令和３年度）

87.70%

53.30%

94.80%

83.30%

73.10%

86.50%

93.30%

69.40%

12.30%

46.70%

5.20%

16.70%

26.90%

13.50%

6.70%

30.60%

89.70%

52.20%

90.20%

87.80%

80.80%

84.20%

93.50%

86.70%

10.30%

47.80%

9.80%

12.20%

19.20%

15.80%

6.50%

13.30%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

綾川町

直島町

三木町

小豆島町

土庄町

東かがわ市

さぬき市

高松市

R3 AB評価 R3 CD評価 R4 AB評価 R4 CD評価 7



２４事業（令和３年度：２２事業）
（例）観光バリアフリーのためのＵＤマップ作成・活用事業

遠隔医療ネットワークを使った連携
介護認定審査会事業
災害時相互応援協定
香川県消防相互応援協定
広域航空写真地図データ整備

４事業（令和３年度：８事業）
島しょ部（土庄町及び小豆島町）への医師派遣事業
高松市屋島競技場の活用
環境負荷の少ない自動車の普及促進
自然体験等を通じた住民の交流の促進

瀬戸・高松広域連携中枢都市圏ビジョンの取組実績
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⑩ 全体的に評価が高い事業（各市町の評価が全てA・Bかつ半数以上がAの事業）

⑪ 全体的に評価が低い事業（各市町の評価の半数以上がC・Dの事業）



⑫ 評価結果一覧（令和４年度）（１/３）

瀬戸・高松広域連携中枢都市圏ビジョンの取組実績
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連携協約項目 No. 事業（取組）名 高松市 さぬき市 東かがわ市 土庄町 小豆島町 三木町 直島町 綾川町

圏域全体の経済成長のけん引
1 産学金官民一体となった懇談会の設置・運営等 A B B B B A B A

2 幅広い層が集まる「場」づくり事業 A B B B B B C C

3 中小企業経営力強化事業 C B B

4 ブランド農産物育成支援事業 A B C A A A

5 ふるさと納税に係る共通返礼品の検討 B B B B B B A B

6 誘客促進事業観光連携協議会等の設置・運営 A B B B B B B B

7 国内誘客促進事業 A B B B B B C B

8 海外誘客促進事業 D B B B B B C B

9 国内外観光客向け情報発信事業 A B B B B B C B

10 瀬戸内国際芸術祭推進事業 A A A C

11 新たな観光プランの企画、販売等 B B B B B B C B

12 イベント交流の促進 B B B B C A

13 デリバリーアーツ事業 B B B C A

14*1 文化芸術鑑賞等の機会の提供 B A B B B A B A

14*2 文化芸術鑑賞等の機会の提供 B B B B B B C C

15 観光バリアフリーのためのＵＤマップ作成・活用事業 A B A B A A B A

高次の都市機能の集積・強化 16 医療人材の確保・育成 A A

17 医療職員の交流等 B B A A B A

18 ICカードを利用した公共交通利用促進事業 A B B B A A

19 大学等と連携した、将来の圏域を担うリーダーの育成 A B B B B B C B

20 産学官連携推進事業 A B B C C A C B

21 データ利活用型スマートシティ推進事業 A B A B B B C B

圏域全体の生活関連機能サー
ビスの向上

22*1 高松市立病院運営事業 A A A B A B

22*2 高松市立病院運営事業 A A A B A B

23 救急医療体制の確保 A A A A

24 救急艇の活用 A A A C

25 島しょ部（土庄町及び小豆島町）への医師派遣事業 D D D



⑬ 評価結果一覧（令和４年度）（２/３）

瀬戸・高松広域連携中枢都市圏ビジョンの取組実績

10

連携協約項目 No. 事業（取組）名 高松市 さぬき市 東かがわ市 土庄町 小豆島町 三木町 直島町 綾川町

圏域全体の生活関連機能
サービスの向上

26 遠隔医療ネットワークを使った連携 A A A A B B

27 「地域包括ケア病棟」運用事業 A A B B D B

28 がん検診の広域化 A A

29
地域密着型サービス（認知症対応型共同生活介護）広域利用
事業

A C

30 在宅医療・介護連携推進事業 B B C

31 地域包括支援センター運営事業 A B A B B A C A

32 徘徊高齢者保護ネットワーク A B B A A

33 介護認定審査会事業 A A A A

34 自立支援協議会運営事業 A A A

35 障害支援区分等審査会業務の連携 A A A B

36 ファミリー・サポート・センター事業 A B B B

37 移動図書館巡回事業 A A

38 読書推進ボランティア養成事業 A B B D B B C B

39 帰国児童等支援事業 B C A

40 特別支援教育推進連携事業 A B B B A

41 こども未来館学習体験事業 A A A A A A C

42 史跡・遺跡の調査研究及び発信 B B A C

43 高松市埋蔵文化財センターの運営 B B A B B B

44 中学校総合体育大会等の連携 A A B

45 高松市屋島競技場の活用 A B C C C C D C

46 地域密着型トップスポーツチームの試合観戦機会等の提供 D B A B B B C B

47 土地利用施策の広域的な連携・推進 A C B

48 グリーン・ツーリズム等農業振興事業 B C C B

49 獣害対策事業 B B



⑭ 評価結果一覧（令和４年度）（３/３）

瀬戸・高松広域連携中枢都市圏ビジョンの取組実績
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連携協約項目
No. 事業（取組）名 高松市 さぬき市 東かがわ市 土庄町 小豆島町 三木町 直島町 綾川町

圏域全体の生活関連機能
サービスの向上

50 産学官連携推進事業【再掲】

51 生涯学習推進事業 C B B

52 男女共同参画センター学習研修事業 A B B C

53 災害時相互応援協定 A B A A A A A A

54 香川県消防相互応援協定 A A A A A A A A

55 高松空港及びその周辺における消火救難活動に関する協定 A A A

56 消防業務の事務委託 A A A

57 地域防災対策事業 A B B A A A B B

58 広域航空写真地図データ整備 A A A A A A A A

59 一般廃棄物の処理・処分に関する業務 A A

60 し尿処理に関する業務 B A A

61 環境学習等推進事業 B B C B B A A B

62 環境負荷の少ない自動車の普及促進 B C C B B C C C

63 小型家電等リサイクル推進事業 A B B B B A A A

64 不法投棄対策事業の推進 D B B B B A A B

65 ICカードを利用した公共交通利用促進事業【再掲】

66 コミバス等へのIruCa導入事業 B B A A A B

67 地域公共交通再編事業 A B B A B

68 データ利活用型スマートシティ推進事業【再掲】

69*1 校務支援システムの統一に向けた連携・推進 D B

69*2 校務支援システムの統一に向けた連携・推進 D B

70 橋りょう改築修繕事業 B C B B C B B B

71 道路新設改良事業 B B C B B

72 広域航空写真地図データ整備【再掲】

73 ブランド農産物育成支援事業【再掲】

74 自然体験等を通じた住民の交流の促進 A B C C C B C B

75 移住・交流促進事業 C B A B B A A B

76 人材育成事業、合同研修等の実施 A C C A A A C A

77 地域コミュニティ人材養成事業 C B B C B C C B
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○令和４年９月からの新型コロナウイルス感染症の基本的対処方針に基づく行動制限の緩和に伴い、
利用者、参加者数に関しては回復基調。

○人が集まる事業は、コロナ禍前の形態での実施が増加。
○新型コロナウイルス感染症の感染防止対策を実施しながら事業の実施。

瀬戸・高松広域連携中枢都市圏ビジョンの取組実績

更なる連携事業の活性化が必要

⑮ 令和４年度の取組実績のまとめ



次期連携中枢都市圏ビジョンの策定
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① 瀬戸・高松広域連携中枢都市圏の概要

高松市を連携中枢都市として、３市５町で連携中枢都市圏を形成

→香川県の人口・面積の約６割を占める圏域

【圏域の構成市町】３市５町

高松市/さぬき市/東かがわ市/土庄町/小豆島町/三木町/直島町/綾川町

高松市

四国（香川県）

区分 人口（人） 面積（km2） 備考

香川県 950,244 1876.92 面積…( )は、県内に占める割合。
令和4年１月1日現在。

人口…( )は、県内に占める割
合。令和２年10月1日現在。

瀬戸・高松広域連携中
枢都市圏

572,163 (60.2%) 1,056.75 (56.3%)

(内)高松市 417,496 (43.9%) 375.54(20.0%)

現 在 の
計画期間

平成２８年度から令和５年度までの８年間

議題 ２

経済を活性化し、圏域全体の魅力を高めるとともに、圏域住民が安心して快適に暮らすことができる圏域を形成するため、
各種連携事業を実施
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② 圏域内の総人口の推移
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平成27年

（2015）

令和２年

（2020）

総人口（圏域） 高松市構成比

（万人） （％） 〇瀬戸・高松広域連携中枢都市構
成市町全体（以下、圏域とい
う。）の人口は、2000年をピー
クとして減少傾向にあり、2000
年から2020年にかけて約3.5万人
の減少

〇また、圏域の人口に占める高松
市の人口の割合は、上昇傾向にあ
り、2020年には73％

【参考】 令和5年1月1日現在
住民基本台帳人口
569,800人

（資料）総務省「国勢調査」
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次期連携中枢都市圏ビジョンの策定

③ 年齢３区分別人口・高齢化率（圏域）
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生産年齢人口

（15～64歳）

老年人口

（65歳以上）

不詳 高齢化率

（万人） （％）

12.6

27.6

17.0
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16.9
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21.3

44.1
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高松市 さぬき市 東かがわ市 土庄町

小豆島町 三木町 直島町 綾川町

（％）

0

〇高齢化率は、1990年（14.3％）の２倍以上の水準
（本格的な少子・超高齢化社会の進行）

〇小豆島町、土庄町、東かがわ市では、2020年の高齢
化率が40%超（高齢化の進展）

④ 高齢化率の推移（構成市町）

（資料）総務省「国勢調査」15
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⑤ 県内高校卒業者の大学進学先（過去５年間の推移） 文部科学省学校基本調査

○県内高校を卒業した大学進学者のうち、県内の大学への進学率は、R4年17.4％
※自県内の進学率全国ランキング43位/47都道府県

中国

香川県
関東

四国3県

東海

北陸・甲信越

北海道・東北

17.5% 17.6% 17.2%

20.5%

10.0%

3.1% 2.2%

1.0%
0.9%

16



⑥ 県内高校卒業者の短期大学進学先（過去５年間の推移）

○県内高校を卒業した短期大学進学者のうち、県内の短期大学への進学率は、R4年73.2％

※自県内の進学率全国ランキング17位/47都道府県

文部科学省学校基本調査

中国

香川県

関東

四国3県

6.0% 4.2%

1.3%

1.0%

17
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⑦ 2016~2022年人口動態(自然動態・社会動態) ⑧ 2016~2022年大都市圏転入者・転出者数

圏域の人口減少は、主に自然減による 転出超過は、大都市圏への転出超過が顕著

（資料）香川県「人口移動調査報告」（資料）香川県「人口移動調査報告」 18
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次期連携中枢都市圏ビジョンの策定

⑨ 圏域内の転入者数に対する移住者数の割合

圏域転入者数に対する圏域移住者数の
割合：令和２年度以降は約３割で推移

（資料）総務省「住民基本台帳人口移動報告」
（資料）香川県「移住者数・移住相談件数」

交流人口・関係人口の拡大が必要

更なる移住者の拡大に
向けて・・・

19

6,003 6,066 5,974 5,894

5,434 5,430 5,481
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圏域転入者数計 圏域転入者に対する移住者の割合

市町名 H28年 H29年 H30年 R元年 R2年 R3年 R4年

高松市 177 183 290 534 758 574 617

さぬき市 124 91 107 123 119 103 124

東かがわ市 79 112 93 120 153 179 231

土庄町 132 158 148 137 136 151 136

小豆島町 163 188 176 144 129 177 142

三木町 17 83 74 84 166 180 106

直島町 74 79 92 96 105 99 104

綾川町 64 54 30 32 154 116 127

圏域移住者数計 830 948 1,010 1,270 1,720 1,579 1,587

圏域転入者数計 6,003 6,066 5,974 5,894 5,434 5,430 5,481

圏域転入者に対する移住者の割合 14% 16% 17% 22% 32% 29% 29%

圏域転入者数(人)
圏域転入者数に対する
圏域移住者数の割合

【上記グラフの連携市町毎の内訳】
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⑩ 次期連携中枢都市圏ビジョン策定における課題

〇全国的に人口が減少する中で、交流人口や関係人口の拡大に向けた取組が必要

〇若い世代の地元での定着、Ｕターン移住につながる取組が必要

次期連携中枢都市圏ビジョン策定における圏域づくりの方向性

選ばれる圏域づくり
誰もが住み続けたい、住んでみたい、訪れたいと思える圏域を形成し、「関係人

口・交流人口」の拡大に繋がる、魅力のある選ばれる圏域づくりを目指す。

持続可能な圏域づくり

人口減少、少子・超高齢社会においても、圏域が活力を維持していくためには、
圏域内の全ての住民が本圏域への愛着と誇り（シビックプライド）の醸成を図りな
がら、一定の圏域人口や活力ある社会経済を維持し、圏域が活力を失わないよう、
連携の強化により、圏域住民が暮らしやすいと思える圏域づくりを目指す。

次期連携中枢都市圏ビジョンの策定
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3.14
◆

⑪ 従業者数からみた産業別特化係数

本圏域の産業の特性：「情報通信業」や「製造業」は、従業者数が全国比で低い傾向
「電気・ガス・熱供給・水道業」や「複合サービス事業」などは、地方では全国より高く出る傾向があるため、特性とは言えない

【H24年(2012)】 【R3年(2021)】

（資料）総務省「経済センサス・活動調査」
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調査期間 : 2022年4月8日～2022年4月18日
調査対象 : 2023年3月卒業予定の全国大学4年生及び院2年生
調査方法 : Web上のアンケートフォームより入力
有効回答数：1,962名（文系男子337人、理系男子487人、文系女子532人、理系女子606人）
引用・参考：マイナビ「2023年卒大学生業界イメージ調査」

次期連携中枢都市圏ビジョンの策定

⑫ エントリーしたことのある業界ランキング

順位 順位（上位１０業界抜粋）

１ ソフトウェア・情報処理・ネット関連

２ 食品・農林・水産

３ 銀行・証券

４ 繊維・化学・ゴム・ガラス・セラミック

５ 電子・電気機器

６ 住宅・インテリア

７ 自動車・輸送用機器

８ 電力・ガス・エネルギー

９ 薬品・化粧品

１０ 専門商社

22

https://career-research.mynavi.jp/reserch/20220516_28169/
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既存事業を見直しながら・・・

新たな連携事業（交流人口・関係人口の拡大に向けた取組）の積極的な推進

23

今後、更なる経済の活性化や圏域全体の魅力の向上を図るために・・・

〇全国的に人口が減少する中で、交流人口や関係人口の拡大に向けた取組の推進
【既存事業】「移住・交流促進事業」、「新たな観光プランの企画・販売等」、「イベント交流の促進」など

〇若い世代の地元での定着、Ｕターン移住につながる取組の推進
【既存事業】「中小企業経営力強化事業」、「大学等と連携した、将来の圏域を担うリーダーの育成」、「産学官連携推

進事業」など

⑬ 次期連携中枢都市圏ビジョンに盛り込む取組の方向性
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今後のスケジュール

議題 ３

令和6年度

4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4

令和5年度

事務レベル協議

（連携市町担当課、各事業課）

ビジョン案作成

パブコメ

構

想

（
素

案

）
策

定

アンケート

構

想

策

定

ビジョン懇談会

・ビジョン(素案)確認

ビジョン懇談会

・ビジョン（案）の確認

ビジョン懇談会

推進委員会

・ビジョン（案）の確認


